
『秩父市の財務状況把握結果の概要』
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秩父市の財務状況把握結果

○平成24年度以降、債務償還能力及び資金繰り状況は留意すべき状況にはない。

◆平成２３年度を診断年度とした前回の財務状況把握の結果（振り返り）
債務償還能力及び資金繰り状況ともに留意すべき状況にはなかった。

生産年齢人口が減少しているものの、就労人口は維持されており、これが個人住民税を
押し上げ、増加をもたらしている。ヒアリングによれば、背景に専業主婦層の社会進出が
進み就労人口が維持されているとのこと。

人口減少の中、毎年約300件の家屋の新築・増改築があり固定資産税（家屋）は増加して
いる。ヒアリングによれば、背景に拡大家族化による既存家屋の新築・増改築需要がある
とのこと。

電気・精密機器製造業などの企業が所在し、こうした企業の償却資産や滝沢ダムの償却
資産への課税があることにより固定資産税（償却）が類似団体平均と比べ大きく、貴市の
最大の特徴となっている。

◎歳出を補う地方税収入と地方交付税の獲得が最大の強み。

合併の特例を受けて地方交付税は大きく増加し、類似団体平均と比べ大きい。

（百万円） （人）

類似団体平均との比較（H27～R3)
住基人口に対する各科目の状況

◎人件費、扶助費、補助費等、繰出金（建設費以外）が大きい。

秩父市は県内の約15%を占める面積を有し、広域な行政区域を担っているため職員数を
減らせない環境にあり人件費は類似団体平均と比べ大きい。

高齢化の進展により社会福祉費や生活保護費が増加し、扶助費は類似団体平均と比べ
大きい。また、高齢化の進展により後期高齢者医療特別会計や介護保険特別会計への
繰出金が増加し、繰出金（建設費以外）も類似団体平均と比べ大きい。

秩父市・横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿野町からなる秩父広域市町村圏組合が、広範な
地域を管轄するため、人員体制確保や投資的経費が相応に掛かり、負担金が重くなって
おり、補助費等は類似団体平均と比べ大きい。

類似団体平均との比較（H27～R3)
住基人口に対する各科目の状況
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秩父市の財務状況把握結果

(百万円）
（月）

歳出抑制への取組等

（人件費）

第2次定員適正化計画（平成25年度から令和7年度）に基づき、普通会計部門の職員数を平成25年度508人から令和7年度443人
（▲65人）に削減する目標を掲げ、新規採用職員の抑制、本庁・各総合支所間の事務分担見直し等の対策に加え、人材育成によ
る公務能率の向上、非常勤職員の削減等の対策を講じ、令和3年度の職員数は477人（平成25年度対比▲31人）で、削減率は
48%と概ね計画通りとなっている。

前述のとおり、秩父広域市町村圏組合は、広範な地域に対応するため、人員体制の確保や投資的経費が相応に掛かっている
ものの、ヒアリングによれば、長期的にみれば、1市4町で負担金を分けられることで秩父市の負担は軽減されるとのこと。

高い積立金等の水準

◎経常的な資金繰りの安定性に裏打ちされた収支の確保に加え、
国からの臨時交付金などを活用して一般財源のねん出を抑える
ことなどにより得られた決算剰余金を基金に積み立て、高い積立
金等の水準となっている。

職員数を減らすことが難しい環境にある中、定員適正化計画を策定して可能な限り人件費の抑制に努めていることは評価。

（補助費等）

財政調整基金は標準財政規模の10%を下回らない。
減債基金は繰上償還の財源として積み立てており、繰上償還を予定する残債の
状況をみて積み立てる。
特定目的基金は地域振興基金、ちちぶ夢創り基金に積み立てる。

（積立方針）
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秩父市の財務状況把握結果

○今後の見通し

行政経常収支率は低下

債務償還可能年数は長期化

積立金等月収倍率は低下

納税義務者数の減少を見込み、地方税は減少する見込み。合併の特例が終了するため地方交付税も減少する
見込みのほか、国庫支出金等も減少を見込んでいる。これにより、行政経常収入は減少する見込み。

老齢人口も含めた人口減少により、扶助費が減少する見込み。

行政経常収入、行政経常支出ともに減少する見込みであるものの、行政経常収入の減少幅が大きく、行政経常収

支は減少する見込みであり、行政経常収支率は低下する見込み。

中学校大規模改造工事等の財源に地方債を起こすことから、地方債現在高は増加する見込み。

繰上償還の財源として減債基金を取り崩す見込みであるほか、公共施設の改修等の財源として特定目的基金を
取り崩す見込み。また、収支不足を補うために財政調整基金も取り崩す見込みであることから、積立金等残高は
減少する見込み。

これにより、実質債務は増加し、上述の行政経常収支の減少と相まって債務償還可能年数は長期化する見込み。

上述のとおり積立金等残高は減少する見込みから、積立金等月収倍率は低下する見込み。



貴市は、今後の財政見通しを既に認識し、歳入面では自主財源の確保、
歳出面では経常経費の削減、公債費の抑制に向け行動を起こしており、
これらの取組により各指標が上方修正となることを期待。

貴市が保有する公共施設の多くが耐用年数を経過し、更新時期に入っている。
施設の長寿命化の措置を講じて対応した場合でも、多額の費用が想定され、その
財源のねん出が課題となる中、健全な財政運営を堅持するためにも公共施設等
総合管理計画や個別施設計画に掲げる取組の実行が望まれる。
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〇まとめ
・ 現状、債務償還能力・資金繰り状況は留意すべき状況にはない。

・ 人件費、扶助費、補助費等，繰出金（建設費以外）の支出は大きいも
のの、生産年齢人口が減少している中でも安定した地方税収入を確
保していることに加え、合併の特例を受けての地方交付税の獲得が
経常的な資金繰りの安定に寄与し、これが貴市の強みとなっている。

・ 経常的な資金繰りが安定していることは、積立金等残高の維持にも
寄与している。

・ 今後の見通しは、行政経常収支率や積立金等月収倍率が低下し、
債務償還可能年数は長期化する見込み。

秩父市の財務状況把握結果


